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送
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す

る
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衆
議
院
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本
村
賢
太
郎
君
提
出
高
浜
原
発
の
運
転
差
止
の
仮
処
分
決
定
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
か
ら
三
ま
で
に
つ
い
て

御
指
摘
の
仮
処
分
決
定
に
つ
い
て
は
、
政
府
は
当
事
者
で
は
な
い
た
め
、
そ
の
決
定
や
そ
の
決
定
に
係
る
保
全
異
議
の
申

立
て
等
の
手
続
の
今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
見
解
を
述
べ
る
こ
と
は
差
し
控
え
た
い
。
政
府
と
し
て
は
、
原
子
力
発
電
所
の

安
全
性
に
つ
い
て
は
、
原
子
力
規
制
委
員
会
の
専
門
的
判
断
に
委
ね
、
同
委
員
会
に
よ
り
、
原
子
力
規
制
委
員
会
設
置
法

（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
四
十
七
号
）
に
よ
り
改
正
さ
れ
た
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法

律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
及
び
同
法
の
規
定
に
基
づ
く
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
等
に
定
め
る
基
準
（
以

下
「
新
規
制
基
準
」
と
い
う
。
）
に
適
合
す
る
と
認
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
判
断
を
尊
重
し
原
子
力
発
電
所
の
再
稼
働

を
進
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
新
規
制
基
準
は
、
同
委
員
会
が
、
国
際
原
子
力
機
関
や
諸
外
国
の
規
制
基
準
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
我
が
国
の
自

然
条
件
の
厳
し
さ
等
も
勘
案
し
、
地
震
や
津
波
へ
の
対
策
の
強
化
や
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
の
導
入
を
図
っ
た
上
で
、

世
界
最
高
水
準
の
基
準
と
な
る
よ
う
策
定
し
た
も
の
で
あ
る
。


